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はじめに 

 

 平成 23年の世界経済は、アメリカの公債上限問題や、ギリシャ発の欧州金融不安などから非常に不

安定な状況が続きました。10月にはギリシャがデフォルト（債務不履行）とも言える状況になりまし

た。さらに、イタリヤやスペインの状況も考えると、今後も不安は尽きません。平成 24 年に入っても、

ユーロ圏の多くの国が、次々と格下げされるなど予断を許しません。 

 一方、日本では、平成 23年 3月の東日本大震災の後、世界的な金融不安が追い打ちをかけるという

厳しい状況が続きました。為替では、アメリカの量的緩和措置に対して通貨量（マネーサプライ）を

あまり増やさなかった日本は、歴史的な円高が長期化しています。平成 24年度に入り、市場では、Ｆ

ＲＢが 2％のインフレターゲットを導入するなどアメリカの量的緩和第 3弾（ＱＥ3）の観測も高まっ

ており、欧州発の金融不安も含めて、もう少し円高傾向が続きそうです。また、日本の高齢化は世界

最速のスピードで進み、人口に占める 65歳以上の割合は平成 37年に 30.5％まで拡大。年金、医療、

介護などの社会保障費用は約 151兆円に膨張する見通しとなっています。 

 

さて、砥部町では、不透明な経済状況の中、公共下水道や中学校、砥部消防署の改築など大型事業

を進めるため、町財政健全化計画を策定し、慎重に財政運営を行ってきました。その結果、計画の前

期 5か年を終えた時点で、財政調整基金を大幅に積み増すとともに、施設更新に向けた目的基金を造

成することができました。 

 しかし、これから、小学校など高度経済成長期に建設した公共施設の更新時期が来ます。今後、公

共施設をどの程度まで更新できるか、更新経費が今後どの程度影響して来るか、その見通しを立てる

ため財政計画を見直します。 

 なお、この計画では、バランスシート、キャッシュ・フロー計算書など財務諸表の整備から得た情

報を取り入れ、新たな視点で財政の健全化に取り組みます。資料編では、資産（ストック）情報にも

触れていますので、併せてご覧ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＊各項目で表示単位未満の数値を調整していますので、数値が一致しない場合や合計が一致しない

場合があります。 

    

これまで、施設の更新まで含めた町財政の全体像、将来像をお伝えするものはありませ

んでした。老朽化施設の更新問題など、何も資料がない中、議論をすることはなかなか困

難なものです。そのため、庁内に中長期財政計画策定委員会を設置し、施設の更新問題な

ど職員の意見をとりまとめました。 

本計画は、老朽化施設の更新をこれからどうすべきか、考えていくための「たたき台」

（いくつかの仮定を提示するもの）という位置づけで作成しています。 
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第１ 目 的 

 本計画は、現状の制度の下で、少子高齢化に伴う社会保障関係経費の増加、人口減少による収入の

減少など中長期の財政状況を推計し、将来を見据えた財政運営をしていくことを目的に作成しました。

今後の財政運営の柱は、次のようになります。 

 

 

 

 

１ 老朽化施設の更新情報 

バランスシートなど財務諸表の整備に合わせて資産台帳を整えました。資産台帳から見えてきた

ものは、高度経済成長期に整備した各種公共施設の更新問題です。施設の更新には多額の費用を必

要としますが、旧財政計画ではそこまで踏み込めていませんでした。そのため、本計画は、老朽化

施設の更新を柱に据えた計画としました。 

２ 課 題 

   今後の財政運営で問題となるのは、財政健全化法における実質公債費比率や将来負担比率の悪化

よりも、地方債残高の増加と経常収支黒字の減少に伴う、債務償還能力の大幅な低下です。今から

経常収支黒字の確保と更新事業の財源を確保しておく必要があります。 

 

第２ 計画の期間及び対象会計 

1 計画の期間 

計画期間は、平成 23年度から 32年度までです。33年度から 37年度まではシミュレーション期間と

して位置付けます。計画期間とシミュレーション期間の全期間を推計期間とします。さらに、3年単位

を「期」と区分します。 

図表 2-1 計画の期間 

＊計画は 3年ごとに見直します。次の見直しの際には、第Ⅵ期を加え、常に 15年先を見据えます。 

２ 対象とする会計 

対象とする会計は、普通会計とします。 

●フリ－キャッシュ・フロー（資産整備

に使える自由なお金）の確保 

（用語解説参照） 

●少子高齢化の問題 

●老朽化施設の更新問題 
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３ 特別会計 

 特別会計は、それぞれの会計ごとに推計を行いますが、一般会計からの繰出額を見込むための推計

とします。 

４ 人口推計と人口構成 

 推計資料を見ていく前に、基礎となる人口推計について示しておきます。各種項目の推計人口は、

国の人口問題研究所が発表した平成 20年 12月推計における市町村別人口を使っています。 

  

図表 2-2 人口の推移と構成              単位：人 

 

   ＊22年度は、住民基本台帳 9月末時点の人口（外国人除く） 

 

第３ これまでの財政状況 

１ 平成 22年度までの決算、健全化指標の状況 

 図表 3-1 歳入歳出規模の推移             単位：百万円 
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図表 3-2 地方債残高の推移                単位：百万円 

 

図表 3-3 義務的経費の推移                単位：百万円 

 

 

図表 3-4 普通建設事業費               単位：百万円 

 

 

22年度の人件

費から、正職員に

加え、通年雇用の

臨時職員賃金を

人件費として計上

しています。 

地方税収入

の約 3倍。 
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図表 3-5 税収と地方交付税、地方債借入の推移        百万円 

 

図表 3-6 継続的に保有している基金の推移    単位：百万円 

 

     

図表 3-7 実質公債費比率と将来負担比率の推移       単位：％ 

 

地方税は、

平成 19年から

税源移譲によ

り増額。 

将来負担比率

は、地方債残

高の減少と基

金確保により

改善。 
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２ 平成 22年度決算から見る砥部町の財政構造  

 図表 3-8 歳入構造 

 

 地方税収入、譲与税・交付金、地方交付税の合計割合は、64.3％になります。 

 平成 22年度は地方債を伴う普通建設事業がほとんどなかったため、地方債は 2.8％にとどま

っています。 

図表 3-9 歳出構造 

 

 人件費、扶助費、公債費の義務的経費の合計割合は、44.8％となっています。 

 人件費は地方税収入の 71.2％に相当する額、公債費は地方税収入の 43.7％に相当する額です。 
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第４ 三つのシナリオで見る今後の見通し 

本計画は、将来の推計を次の三つのシナリオで考えています。特別会計への繰出しは、各シナリオ

とも共通です。公共下水道の整備は都市計画区域内、水道事業は第 8次拡張までを見込んでいます。 

 

 ①基準シナリオ 

   砥部中学校改築と坂村真民記念館建設、砥部消防署改築まで織り込んでいます。それ以外は、

道路維持などの経常的なものとして 2億 5千万円（財源として地方債 1億円）のみ加えて推計し

ます。 

 

 ②上限シナリオ 

   施設を築後 40年経過した時点（古いもの）、耐用年数を経過した時点で更新すると仮定した

推計です。現時点で更新することが確定していないものも含めて可能性のあるものはすべて更新

すると仮定しています。 

 

 ③順当シナリオ 

更新優先順位の高い施設から更新すると仮定し、どこまでなら予算が組めるかを推計してい

ます。 

 

 

 作成基準日は、平成 23年 10月 1日とする。 
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１ 各シナリオ共通事項 

 最初に、各シナリオに共通する部分を示します。 

（１）歳 入 

図表 4-1 譲与税・交付税関係（各シナリオ共通）               単位：百万円 

 

 全体的に減少傾向として推計した。 

 消費税は 5％で推計した。 

 普通交付税は、一本算定に移ることを織り込む。また、特別交付税は 6％から 4％となるが、

普通交付税が見合いで増えるため、全体では影響ない。 

 地方税収の落ち込みにより、地方交付税算定は増加傾向と見込む。ただし、原資となる国税

５税の落ち込みが予想されるため、交付税全体は微減で推計した。 

 

図表 4-2 地方税収入の見通し（各シナリオ共通）               単位：百万円 
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 地方税収入は、制度改正などを見込まない。また、法人税など景気動向も大きく影響させな

い。個人住民税は、年代別課税状況（高齢化）を加味して推計した。 

 個人住民税、固定資産税を減少傾向で見込む。その他は横ばい程度とした。 

 

（２）歳 出 

 義務的経費のうち、扶助費と人件費の見通しは次のとおりとなっています。人件費は微減として

います。子ども手当を除く扶助費全体は、増加傾向にあるものの、少子化に伴う子ども手当の減少が

全体を押し下げています。 

 

図表 4-3 扶助費と人件費（各シナリオ共通）                 単位：百万円 

 

 子ども手当は、平成 23年 4月 1日現在の制度で見込む。 

 人件費は、建設改良に充てられる給料（支弁人件費）も含む。通年雇用の臨時職員賃金も

含む。 

 特別会計への人件費繰出相当額は、人件費から控除し、繰出金に計上する。 
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次に、決算統計基準における平成 22年度までの一般会計から特別会計への繰出状況と、37年度まで

の繰り出し見通しをご覧ください。 

図表 4-4 平成 22年度までの繰出金推移           単位：百万円 

 

 

図表 4-5 平成 23年度からの繰出金見通し          単位：百万円 

 

  

平成 13年度 4億 6千 3百万円であった一般会計から特別会計への繰り出しは、22年度には、8億 8

千 7百万円になっています。37年度には 14億 7百万円に達する見込みです。詳細は、「第９ 特別会

計の推計」をご覧ください。 

  

繰出総額 

（百万円） 

23年度 918 

28年度 1,074 

32年度 1,360 

37年度 1,407 

 

水道事業 
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２ 基準シナリオ 

基準シナリオは、次のような基準で推計しています。 

 砥部中学校、坂村真民記念館、砥部消防署建設以外の新規事業は行わない。3年間の継続費で

ある中学校改築事業は、年割額に従い推計する。 

 道路、道路橋の新設・維持費は、毎年 2億 5千万円（1億円の町債を財源）とする。 

 臨時財政対策債発行額は、平成 23年度 1億円、24年度 1億 5千万円、以降 2億円で見込む。   

 基準シナリオでは、単年度ごとの収支を明確に示すため、決算余剰金を翌年度に繰り越さず、

基金に積み立てたものとして推計する。また、図表 4-7のうち、財政調整基金の見通しは、

平成 32年度からの赤字を補てんした場合を示している。 

 

 

 

 

 

 

 現状の施設やサービス、基金保有額を今のまま保持するとしたら、累積収支がプラス 3億 6千 1百

万円の基準シナリオは、収支が均衡するシナリオに近いものだと言えます。言い換えれば、以下の条

件の下であれば、医療や介護など社会保障関係の負担増を織り込んでも、今後 15年間の収支を均衡さ

せることができると推計できます。 

 

１ 普通会計の大型事業を平成 23年度で予算化しているものまでとする。 

２ 公共下水道は、都市計画区域内を整備するものとする。 

３ 水道事業会計は、水道ビジョンに基づく第 8次拡張を実施するものとする。施設の耐震化につ

いて、水源池や配水池は織り込んでいない。給配水管は新規工事費用に含め長期的な取り組みと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

結果、15年間の累積収支は 3億 6千 1百万円のプラス。 

基金も現状を維持できている。 
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（１）収支と基金 

図表 4-6 歳入歳出差引額（基準シナリオ）                 単位：百万円 

 

  

図表 4-7 基金の見通し（基準シナリオ）                  単位：百万円 

 

 

  平成 30年度までの収支黒字は基金に積み立てます。平成 31年度以降の収支赤字は基金を取り崩

します。基準シナリオのみこのような取り扱いとしています。歳入歳出差引額は単年度ごとの状況を

そのまま表しています。 

 

 

 

財政調整基金で補てん 
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（２）地方債の発行と残高の見通し 

中学校改築事業、坂村真民記念館建設事業、砥部消防署整備事業などに発行する建設事業債と、

一般財源の補てんとして発行する臨時財政対策債の見通しは、次のようになります。 

 

図表 4-8 地方債の発行見通し（基準シナリオ）                単位：百万円 

 

 平成 26年度以降、臨時財政対策債 2億、道路新設改良等 1億円を見込む。 

 

基準シナリオでは、地方債残高は、次のように減少していきます。平成 37年度には 56億 5千 4

百万円まで減少することになります。 

 

図表 4-9 地方債残高の見通し（基準シナリオ）                 単位：百万円 
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（３）公債費（元利償還金）の見通し 

次の図表は、基準シナリオでの公債費の推移を示しています。新規事業を想定しないシナリオです

ので、平成 37年度には公債費が 5億 6千 3百万円まで減少します。 

 

 図表 4-10 公債費の見通し（基準シナリオ）                 単位：百万円 

 

 

 新発債の借入利率は、平成 23年度債 2.5％、24～28年度債 3％、29年度債以降 4.5％で見込

む。すべて固定金利とする。なお、変動金利を選択した既往債は、現行利率のまま推計した。 
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３ 上限シナリオ 

 上限シナリオで基準シナリオと相違する点は次のとおりです。 

 決算余剰金は、翌年度の歳入として計上する。1/2以上の余剰金積み立ては考えず、すべてを

翌年度の歳入に計上する。 

 施設の更新費や新規事業費は、おおむね総事業費が 1 百万円を超えるものについて計上した。

平成 23年 10月 1日時点で見込む。 

 老朽化施設の更新時期は、築後 40年か耐用年数終了時点とする。 

 本計画策定時において、すでに老朽化しているが更新時期が未定となっている物件は、平成

24年度に更新すると仮定している。 

 臨時財政対策債発行額は、平成 23年度 1億円、24年度 1億 5千万円、以降 3億円で見込む。 

 施設の建設時にかかる初期費用（イニシャルコスト）は、新地方公会計制度で使用した単価

表から推計した。 

 

（１）財政規模の見通し 

 

 大きな事業がない年度は、60～65億円程度が町の財政規模と言えます。学校関係の建て替えなどが

入ると、90億円前後の予算規模（歳出）になることが予想されます。 

 

図表 4-11 財政規模の見通し（上限シナリオ）              単位：百万円 
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（２）収支見通し 

平成 25年度以降、臨時財政対策債を 3億円発行しても、平成 34年度には全基金が底をつき、予算

が組めなくなります。平成 34年度から 37年度までの累積赤字は、39億 4千 3百万円に達します。赤

字地方債である臨時財政対策債には、発行可能限度額があり、これを超えて発行することはできませ

ん。平成 25年度以降は、3億円程度を限度額と想定し、満額借り入れたとしての推計です。 

 

図表 4-12 歳入歳出差引額の見通し（上限シナリオ）               単位：百万円 

 

 

（３）基金の見通し 

 施設更新には、まず公共施設更新準備基金から充当します。この基金が平成 30年度に底をつき、次

に財政調整基金が 32年度でなくなります。平成 34年度には、奨学基金（3,070万円）を除く普通会計

の全基金を使い切ります。 

図表 4-13 基金の見通し（上限シナリオ）                   単位：百万円 

 

ゼロとなった年度は、基金を取り崩して収支を

ゼロとしています。当然、翌年度に繰り越す決算

余剰金（現金・預金）は存在しません。基金枯渇

で収支赤字となります。 
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（４）資産形成費用と充当地方債 

  上限シナリオでの事業費と地方債借入の見通しは次のとおりです。 

 

図表 4-14 公共資産整備額と地方債の発行見通し（上限シナリオ）       単位：百万円 

 

 図表 4-15 推計期間における資産整備事業費と地方債発行見込み額 

  平成 23～27年度 平成 28～32年度 平成 33～37年度 計 

事業費 7,177百万円 7,549百万円 5,889百万円 20,615百万円 

地方債発行額 4,389百万円 4,404百万円 3,480百万円 12,273百万円 

   

平成 23年度からの 15年間で予想される普通建設事業費総額は、206億円です。この事業のために

発行する地方債は、123億円となります。臨時財政対策債は含んでいません。 

 

平成 24年度 

砥部中学校改築（継続費の最終年）1 億 9 千 3 百万円、ゆとり公園体育館設計（国体）7 百万円、

文化会館・図書館施設整備 3千 8百万円、中央公民館・体育館耐震設計 1千万円、砥部消防署 2

千 1百万円、上野集中浄化槽解体 2千 3百万円、砥部児童館 3千 6百万円、麻生児童館 3千 9百

万円、広田憩いの家 4千 1百万円、老人生きがいの家 3千 2百万円、農村工芸体験館 4千 7百万

円、ふるさと生活館 2千 2百万円、町営住宅 3億 2千万円ほか 

平成 25年度 

  給食センター1億 1千 5百万円、ゆとり公園体育館改修（国体）1億 4千万円、中央公民館・体

育館耐震補強 5億 8千 1百万円、砥部消防署 3億 9千 9百万円、文化会館・図書館施設整備 6百

万円、子育て支援施設設計 190万円ほか 

麻生小 

砥部小 

宮内小、広田小体育館 

高市小 

給食センター、公民館・体育館、

消防署、総合公園体育館 

美化センター、防災行政無線、麻

生小プール、老人憩の家 
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 26年度 

給食センター6億 6千万円、ゆとり公園体育館改修（国体）1億 6千万円、砥部消防署 1千 1百

万円、子育て支援施設 1億 5千万円、文化会館・図書館施設整備 2千 3百万円ほか 

 27年度  

  山村留学センター 8千 5百万円、ゆとり公園体育館改修（国体）4千 1百万円、千里地区公民

館耐震 3千 5百万円ほか 

28年度 

  ゆとり公園体育館改修（国体）5千 3百万円ほか 

29年度 

  美化センター13億 2千 5百万円、防災行政無線 2億 9千万円、麻生小プール 2億円、 

  砥部老人憩の家 8千 5百万円、ゆとり公園体育館改修（国体）9百万円ほか 

 30年度 

麻生小校舎体育館 17億 9千 4百万円ほか 

31年度 

砥部小校舎体育館プール 16億 5千 4百万円、宮内幼稚園 9千 1百万円ほか 

32年度 

 広田小プール 1億 5千万円、玉谷小プール 1億 5千万円、高市小プール 1億円ほか 

33年度 

 広田保育所 5千 3百万円ほか 

34年度 

 砥部保育所 1億 4千 1百万円、砥部幼稚園 5千 9百万円、麻生保育所 1億 6千 1百万円、 

 老人福祉センター1億 1千 3百万円ほか 

35年度 

麻生幼稚園 8千 9百万円、広田小学校体育館 2億 8千 5百万円、宮内小校舎体育館プール 17億

1千 3百万円ほか 

36年度 

 宮内保育所 1億 7千 9百万円、陶芸創作館 9千 7百万円、峡の館 1億 4百万円ほか 

37年度 

高市小校舎体育館 7億 6千 8百万円ほか   
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 地方債のほか、上記資産に充当される国県補助金は次のとおりです。 

 

図表 4-16 充当される国県補助金の推移（上限シナリオ）            単位：百万円 

 

 

（５）資産形成を伴わない事業 

  主に新規事業を対象とした、資産の形成を伴わない事業費の推移は次のとおりです。子育てに関

する各種訪問事業や健診事業、パソコンやシステムなどのリース物件などが該当します。また、他

団体への補助を通じて資産が形成されるものは、補助費として取り扱っています。 

 

 図表 4-17 資産形成を伴わない事業（上限シナリオ）             単位：百万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

公民館・体育

館、総合公園体

育館 

給食セン

ター 

美化センタ

ー、麻生小

プール 

麻生小 砥部小 

宮内小、広小体育館 

高市小 
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（６）地方債の発行と残高見通し 

地方債の推計は、老朽化施設の更新費、新規事業費から国県補助金を控除した額に地方債の充当率

を乗じて発行額を積算しています。資産形成事業は、原則、地方債を充当して推計しています。 

 

図表 4-18 地方債の発行見通し（上限シナリオ）                 単位：百万円 

 

 

図表 4-19 地方債残高の見通し（上限シナリオ）                 単位：百万円 

 

平成 22年度末 62億 1千 2百万円の地方債残高が、37年には 142億 6百万円に達します。旧財政計

画では、普通会計の地方債残高を 60億円程度と見込んでいました。上限シナリオでは、普通会計だけ

で 142億円の地方債残高となり、老朽化施設の更新問題がいかに大きな問題かを物語っています。 
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（７）公債費見通し 

毎年の公債費（元利償還金）の推移は、次のとおりです。 

図表 4-20 公債費の見通し（上限シナリオ）                    単位:百万円 

 

 平成 28年度を底に増加に転じます。37年度の元利償還金は 12億 8千 5百万円となります。

（22年度決算額 9億 2千 5百万円） 

 実際には、据え置き期間をとらず償還を開始する場合もありますが、推計ではすべて据え置

き期間を見込んでいます。 

  

 自由に使えるお金の減少（４項目限定） 

上限シナリオのまま財政運営が進んでいくと、地方税、交付税、公債費、特別会計への繰出金の４

項目だけで、自由に使えるお金が次のように減少していきます。 

図表 4-21 自由に使えるお金の見通し                    単位：百万円、年度 

 

＊表中の合計は、平成 23年度を基準（ゼロ）として、自由に使えるお金が 23年度と比較してどれだけ減少したかを表

しています。 

 

地方税と交付税収入の減少、公債費と特別会計への繰出し支出の増加という 4項目だけで、自由に

使えるお金は、平成 23年度と比べて 12億 3千 6百万円（平成 37年度）減少すると見込まれます。少

子高齢化は、地方税と特別会計への繰出（医療関係）の 2項目に渡り自由に使えるお金を減少させて

いきます。
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４ 順当シナリオ 

（ア）老朽施設更新の優先順位 

予算が組めるシナリオを、順当シナリオと位置付けます。順当シナリオでは、更新優先順位の高い

施設から更新すると仮定し、どこまでなら予算が組めるかを推計しました。まずは、施設更新優先順

位評価シートをご覧ください。 

図表 4-22   
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つづき 
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 つづき 

 

＊築後 40 年を経過した施設、または、耐用年数を経過した施設（構築・工作物、大規模修繕含む）を登載

しています。 

＊評価点は、それぞれ、稼働率 10点、利用者数 10点、年間赤字額 20点、耐震状況 15点、老朽化状

況 15点、施設の目的 30点を満点とする総計 100点満点で評価しています。 

（注）古い施設でも耐震基準を満たしていれば、優先順位は下がります。利用者数が多くても、稼働

率が低ければ優先順位は下がります。学校、インフラ、福祉などといった施設目的が評価に大き

く影響します。学校やインフラに比べ、観光、文化、スポーツ施設などの優先順位は低くなりま

す。 

 

 施設更新優先順位評価シートについて 

評価の方法は、稼働率、利用者数、年間収支額、耐震状況、老朽化状況、施設の目的などにより

個々に得点を付しました。評価点の高い施設ほど更新の優先順位が高いことになります。さまざまな

目的を持つ公共施設を、一律に評価するには限界があり、評価方法にはまだ多くの課題を残していま

す。これが、そのまま現実の優先順位となるものではありません。 
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（イ） 順当シナリオ 

 前項で説明した施設更新優先順位評価シートに登載された施設のうち、おおむね、小学校の更新は 1

校のみ、優先順位 34 位以下の施設は「更新しない」あるいは「推計期間から先送り」と仮定した場合、

予算が組める「順当シナリオ」となりました。このシナリオは、これから圧縮すべき財政規模がどの

くらいかを施設更新部門で見積もったもので、実際に老朽化施設の更新がこのとおり進んでいくとい

う意味ではありません。順当シナリオの前提と推計方法は次のとおりです。 

前 提 

●老朽化施設を現状のまま、すべて更新することは「不可能」。 

推計方法 

 上限シナリオのうち、小学校の更新予定を砥部小学校の 1校のみとします。他の小学校は、校

舎、体育館、プールすべて推計期間外へ先送りとします。 

 優先順位が 34位より低い施設と、高市教職員住宅は、「更新しない」または「推計期間外への

先送り」とします。ただし、給食センターは更新、えひめ国体開催に伴うゆとり公園体育館の

大規模修繕は実施するものとします。 

 基金は、公共施設更新準備基金残額ゼロ、財政調整基金残額 5億円、ふるさと創生基金残額ゼ

ロまで取り崩し、その他の基金は現状維持で推計しています。 

 更新しないとした施設のランニングコスト（減価償却費を除く）は、耐用年数経過後以降、物

件費から減額しています。 

 

（１）財政規模の見通し 

通常の財政規模は、60～65億といったラインがベースとなりそうです。 

図表 4-23  財政規模の見通し（順当シナリオ）          単位：百万円 
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（２）収支見通し 

平成 27年度から 4年間決算剰余金が出ますが、推計期間全体では、10億 1千 9百万円の累積赤字と

なります。 

図表 4-24  歳入歳出差引額の見通し（順当シナリオ）            単位：百万円 

 

  

（３）基金の見通し 

 公共施設更新準備基金とふるさと創生基金は、平成 35年度で底をつきます。全基金を充当すれば、

推計期間の累積赤字は解消されます。 

図表 4-25 基金の見通し（順当シナリオ）                   単位：百万円 

 

  

 

 

行財政改革でカバー 
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（４）資産形成費用と充当地方債 

 順当シナリオにおける公共資産整備見通しと、財源は次のようになります。 

図表 4-26 公共資産整備額と地方債発行の見通し（順当シナリオ）       単位：百万円 

 

 図表 4-27 推計期間における資産整備事業費と地方債発行見込み額 

 平成 23～27年度 平成 28～32年度 平成 33～37年度 計 

事業費 6,510百万円 3,523百万円 1,382百万円 11,415百万円 

地方債発行額 3,920百万円 1,951百万円 533百万円 6,404百万円 

 

平成 24年度 

砥部中学校改築（継続費の最終年）1 億 9 千 3 百万円、ゆとり公園体育館設計（国体）7 百万円、

文化会館・図書館施設整備 3千 8百万円、中央公民館・体育館耐震設計 1千万円、砥部消防署 2

千 1百万円、上野集中浄化槽解体 2千 3百万円、広田憩いの家 4千 1百万円、町営住宅 1億 5千

万円ほか 

平成 25年度 

  給食センター1億 1千 5百万円、ゆとり公園体育館改修（国体）1億 4千万円、中央公民館・体

育館耐震補強 5億 8千 1百万円、砥部消防署 3億 9千 9百万円、文化会館・図書館施設整備 6百

万円、子育て支援施設設計 190万円ほか 

 26年度 

給食センター6億 6千万円、ゆとり公園体育館改修（国体）1億 6千万円、砥部消防署 1千 1百

万円、子育て支援施設 1億 5千万円、文化会館・図書館施設整備 2千 3百万円ほか 

 27、28年度  

  ゆとり公園体育館改修（国体）4千 1百万円ほか 

砥部小 

給食センター、ゆとり公園体育館 

防災行政無

線 

給食センター、ゆ

とり公園体育館 
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28年度 

  ゆとり公園体育館改修（国体）5千 3百万円ほか 

29年度 

  防災行政無線 2億 9千万円、ゆとり公園体育館改修（国体）9百万円ほか 

 31年度 

砥部小校舎体育館プール 16億 5千 4百万円、宮内幼稚園 9千 1百万円ほか 

 

図表 4-28 国県補助金見通し（順当シナリオ）                単位：百万円 

 

 

（５）資産形成を伴わない事業 

上限シナリオと同じです。 

 

（６）地方債の発行と残高見通し 

図表 4-29 地方債の発行見通し（順当シナリオ）               単位：百万円 
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図表 4-30 地方債残高の見通し（順当シナリオ）             単位：百万円 

 

 上限シナリオの地方債残高（平成 37年度）142億円に対して、順当シナリオでは 92億円となりまし

た。 

 

（７）公債費見通し 

上限シナリオの公債費（平成 37年度）13億円に対して、順当シナリオでは 9億円となりました。ち

なみに、平成 22年度の公債費と同程度です。 

 

図表 4-31 公債費の見通し（順当シナリオ）                単位：百万円 
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 自由に使えるお金の減少（４項目限定） 

順当シナリオでも、自由に使えるお金が、平成 23年度と比べ 8億 5千 7百万円（平成 37年度）減

少します。 

図表 4-32 自由に使えるお金の見通し                    単位：百万円、年度 

 

＊表中の合計は、平成 23年度を基準（ゼロ）として、自由に使えるお金が 23年度と比較してどれだけ減少したかを表

しています。 
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第５ 分 析 

１ 理想とする資産整備収支額と実際の資産整備収支額との乖離 

分析では、順当シナリオをベースに分析します。まず、推計した歳入歳出額をキャッシュ・フロー

計算書の要領1で「経常的収支＋投資・財務的収支」と「資産整備収支」に振り分けました。資産整備

収支は通常赤字となりますが、ここでは絶対値（プラス）で分析しています。また、「経常的収支＋

投資財務的収支」のことをフリーキャッシュ・フロー（以下、「ＦＣＦ」と言います。）2と言います。 

図表 5-1は、順当シナリオで実施する事業を基に、以下の条件でＦＣＦと資産整備収支額の推移を

推計したものです。 

①平成 25年度以降、臨時財政対策債を毎年 3億円発行。 

②基金とのやりとり（取り崩し、積み立て）は、加味しない。 

③事業の財源として発行する地方債と国県補助は、順当シナリオの見込みどおり。 

 

ＦＣＦは資産形成のための投資に振り向けることのできる額を示しており、この黒字の範囲内で資

産整備収支赤字（絶対値）が収まれば、良好な財政状況が維持できます。良好と言えるのは、平成 27

～29年度の 3年間です。平成 27、28年度頃から、公債費や公共下水道事業会計への事務費繰出の増加

によりＦＣＦが減少します。平成 32年度以降はマイナスとなり、資産形成に回す余力は無いというこ

とになります。 

図表 5-1 ＦＣＦと資産整備収支額との乖離（順当シナリオ）      単位：百万円 

                         

 

 

                                         

1 49 ページ参照 

2 資産整備に向けることができる自由なお金のことです。本編中のＦＣＦは、基金からの繰り入れ、積み立

てを加味しないＦＣＦとしています。不足分を基金でカバーする状況を分かりやすくしています。企業の

ＦＣＦとは相違点がありますので、資料編用語解説を参照してください。 
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ＦＣＦを上回る資産整備収支分とＦＣＦ自体の赤字を、基金で賄うと基金残高は図表 5-2のとおり

推移します。 

   図表 5-2 基金の状況（順当シナリオ、再掲）               単位：百万円 

 

 

２ 実質公債費比率、将来負担比率の見通し 

財政健全化法に基づく実質公債費比率と将来負担比率の見通しは次のとおりです。 

図表 5-3 実質公債費比率の見通し（順当シナリオ）         

 

大型事業の地方債償還が 30年と、超長期の借り入れが可能なため、実質公債費比率の急減な上昇に

はなりません。平成 28年度を底に徐々に上昇していきます。ちなみに、平成 37年度の上限シナリオ

数値は、22.5％となります。 
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・18％を超えると、地方債発行に国や都道府県の許可が必要。 

・25％を超えると、独自事業の起債（地方債を発行すること）が制限され、財政健全化団体に指定

される。 

・35％を超えると、国と共同の公共事業向けの起債が制限され、財政再生団体に指定される。 

 

図表 5-4 将来負担比率の見通し（順当シナリオ）           

 

将来負担比率は、地方債残高の増加と基金の減少により大きく上昇していきますが、早期健全化団

体にまで転落することはありません。ちなみに、平成 37年度上限シナリオの数値は、253.1％となり

ます。 

 

●（参考）財政健全化法における早期健全化団体（イエローカード）と、財政再建団体（レッド

カード）になる基準（平成 22年度） 

 早期健全化基準 財政再生基準 

実質赤字比率 14.77％ 20％ 

連結実質赤字比率 19.77％ 35％ 

実質公債費比率 25％ 35％ 

将来負担比率 350％ ― 

   

 今後 15年以内に財政健全化法で言う「実質公債費比率」や「将来負担比率」が悪化し、早期

健全化団体になることはないと予測しています。そのほか、実質赤字が 7億 5千万円程度

（標準財政規模の 14.77％）を超えた場合も早期健全化団体になりますが、このような事態も

想定していません。 

 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%B2%A1%E6%94%BF%E5%81%A5%E5%85%A8%E5%8C%96%E5%9B%A3%E4%BD%93
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%B2%A1%E6%94%BF%E5%86%8D%E7%94%9F%E5%9B%A3%E4%BD%93
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 早期健全化団体になると 

財政状況はかなり悪化しているが、団体の自助努力により何とか財政の健全化が図られるだろ

うという段階です。健全化判断比率のいずれか一つでも早期健全化基準以上となると「早期健全

化団体」となり、その団体は議会の議決を経て「財政健全化計画」を策定し、財政の早期健全化

に取り組まなければなりません。  

 

 財政再生団体になると 

この水準を超えると財政状況はかなり悪く、国、県の強力な関与の下で確実な財政の再生を実

行しなければならない段階です。健全化判断比率のいずれか一つでも財政再生基準以上になると

「財政再生団体」となり、その団体は議会の議決を経て「財政再生計画」を策定し、財政の再生

に取り組まなければなりません。また、この財政再生計画については、総務大臣の同意を得なけ

れば地方債の借入ができなくなります。（将来負担比率については、直ちに財政運営の妨げとな

るとは限らないことから早期健全化基準のみとなっています。）  

 

３ 経常的収支と債務償還能力  

（１）経常的収支の見通し 

図表 5-5は、予想キャッシュ・フロー計算書から「経常的収支の部」を示したものです。経常収支

の黒字幅が年々減少しています。黒字幅が縮小していくなら、地方債発行を控えていく必要がありま

す。 

図表 5-5 経常的収支の見通し（順当シナリオ）            単位：百万円 

  

（２）債務償還能力の見通し 

債務償還能力という指標を活用すれば、地方債残高総額に対して、経常的収支の悪化や換金可能資

産の減少に敏感に反応できます。算出方法は、「地方債残高総額」から、換金可能資産を控除した

「純地方債残高」を「経常的収支黒字」で除したものです。単位は年とします。 

  

 

 

債務償還能力（年）＝（地方債残高総額－換金可能資産）  

                ÷経常的収支黒字（図表 5-5で言う経常収入－経常支出） 



砥部町新中長期財政計画 本編  

35 

 

分 

析 

 

＊本計画では、換金可能資産を「財政調整基金」、「公共施設更新準備基金」、「現金・預金（決算

余剰金）」の合計としています。 

 

図表 5-6は、債務償還能力の見通しです。現在の財務諸表では、理想ラインを 6～7年、上限ライン

を 10年としています。図表 5-5で見た経常収支の悪化に地方債残高の増加が加わり、平成 30年度以

降、上限ラインを超えます。しかし、ピーク時で 15.5年と比較的低い値となります。もう少しＦＣＦ

を創出することができれば、ＦＣＦの黒字化とともに債務償還能力も上限ラインを下回ることができ

ます。 

 

  図表 5-6 債務償還能力（順当シナリオ）                     単位：年 

 

 

参考：債務償還能力（上限シナリオ）                      単位：年 

 

 債務償還能力の大幅な低下は、将来、地方債の金利を高騰させてしまうかもしれません。
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第６ 財政ルール 

 将来見通しでは、推計の柱に老朽化施設の更新情報を据え、より現実的な推計に取り組みました。

しかし、現状を把握し計画を公表するだけでは十分ではありません。長期的に健全な財政運営を行っ

ていくには、一定の財政ルールを持ち、それを遵守していくことが必要不可欠です。 

財政ルールで使用する具体的な項目は、次の三つです。 

 ＦＣＦと基金 

 債務償還能力 

 ルールからの逸脱と回帰 

使用する指標は、①ＦＣＦと資産整備収支の乖離、②債務償還能力、③基金、現金・預金（決算剰

余金）の推移です。これらの指標の推計結果（決算）は、財務諸表の中で公表していきます。 

 

１ ＦＣＦと基金 

 ＦＣＦの確保（経常収支黒字の確保） 

施設更新だけでなく、事務事業の見直しも行い、ＦＣＦの創出に努めます。最優先する目標は、推

計期間のＦＣＦ黒字化ですが、当面は、実施計画1の一般財源（38ページ参照）と特会への建設費繰出

の合計額を「資産整備収支赤字」と見立て、これに見合うＦＣＦの創出を目指します。 

 財政調整基金最低保有額 

10億円（標準財政規模の約 2割）以上の確保を目指します。最低保有額を 5億円（災害時は除く）

とします。 

 

２ 債務償還能力 

  適正な債務残高は、経常的収支黒字の大きさにより判断します。純地方債残高を経常的収支黒字

で除して求める債務償還能力を使用します。債務償還能力の上限を 10年とします。 

 

 

 

一度膨らんだ債務を健全な状態に戻すには 10年、20年といった長い期間を要します。そのため、決

算状況から「経常的収支」と「純地方債残高」を推計し、早い段階から両者をコントロールすること

によって、上限ラインを守ります。 

 

 

                                         

1 事業の実施に向けた年次計画です。町の総合計画に基づいています。計画期間は 3か年で毎年度改定しま

す。 

債務償還能力の通常上限を 10年と位置付けた理由は、財政状況が悪化したとき、資産形成の

ための投資をすべてあきらめ、経常的収支黒字で地方債を返済していくと仮定した場合、10年

で完済できるラインを目安にしているためです。 
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単純に地方債の上限だけを意識するのではなく、特に両者を関連づけながら説明するケースでは、

「10倍ルール」と呼ぶこととします。 

10倍ルールを達成するためには、早い段階から「複数年でどれだけの成果を挙げよう。」といった

考え方を持つ必要があります。地方債残高総額は変わらなくても、経常的収支を上積みしたり、決算

剰余金や基金への積み増しをしたりすることができれば、純地方債残高を減少させることができます。

図表 6-1は、順当シナリオにおける、経常的収支と純地方債残高、債務償還能力の推計です。平成 30

年度以降、債務償還能力が 10年を超えます。 

図表 6-1 順当シナリオの 3項目見通し                    単位：百万円 

 

３ ルールの逸脱と回帰 

 これまで述べてきたルールを、毎年度遵守することは不可能です。大きな事業を行う年度などルー

ルを逸脱する場合があります。そのときは、いつまでにルールの範囲内まで回帰するかといった複数

年視野（回帰計画）を持つこととします。このような弾力性も持ち合わせなければ、財政運営は成り

立ちません。逸脱は「悪」ではなく、複数年視野を持って逸脱することが重要と言えます。 

 

 債務償還能力（10倍ルール）は、キャッシュ・フロー計算書の経常的収支から地方債の総量が身の

丈にあっているかどうかを判断するものです。 

 

 全体の収支を検証する場合は、ＦＣＦと、資産整備収支（通常赤字）を比較することになります。

ＦＣＦ黒字の範囲内に資産整備収支額を抑えていければ理想的です。ＦＣＦを上回る資産整備への

投資は、基金や現金・預金を減少させます。経常的収支の黒字がいくらあっても、投資・財務的収

支の赤字1が大きければ、全体の収支は減少してしまいます。 

 

 これらのルールは、町全体の大きな視点のルールです。個別事業を見る視点では、事務事業評価や

施設別・事業別財務諸表などを活用して、どの事業から見直しをしていくか優先順位などを前もっ

て決めておくことも重要です。今後は、「事業や施設ごとに来館者何人以下が続いたら、いくら以

上の赤字が続いたら事業の在り方を見直す」、そういったルールを織り込んだ事務事業評価、施設

別・事業別財務諸表を目指します。 

                                         

1 地方債の償還元金は、すべて投資・財務的収支に計上されています。地方債の発行が増え、償還元金が増

加すれば、投資・財務的収支の赤字も膨らんでいきます。 
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第７ 当面の目標 

「上限シナリオ」を「順当シナリオ」に近づけていくことが最終的な目標となりますが、財政ルー

ルを踏まえた当面の目標を考えてみます。 

 

１ ＦＣＦと資産整備収支赤字 

現在調整中の実施計画（平成 24～26年度分）の資産形成部門では、一般財源1を 24年度 3億 9千万

円、25年度 6億 4千万円、26年度 2億 9千万円と見込んでいます。この額に特別会計への建設費繰出

しを加えた額を、おおむね資産整備収支の赤字と見立てます。平成 24年度から順に、4億 3千万円、7

億 6千万円、4億 6千万円となります。 

一方、財政計画でのＦＣＦ推計額（上限シナリオ）は、1億 5千万円、4億円、3億 8千万円と推計

しています。計画どおり資産整備を実施すると仮定すれば、事務事業の見直しなどによるＦＣＦの追

加確保が必要です。図表 7-5をご覧ください。追加目標額は、2億 8千万円、3億 6千万円、8千万円

となります。 

最終的に目標に届かなかった額（不足額）は、財政調整基金やふるさと創生基金などの取り崩しで

賄われることになります。 

図表 7-5 実施計画の一般財源とＦＣＦ推計額（上限シナリオ） 

 24年度 25年度 26年度 

実施計画一般財源（資産

整備収支赤字） 
3億 9千万円 6億 4千万円 2億 9千万円 

建設費繰出（資産整備収

支赤字） 
4千万円 1億 2千万円 1億 7千万円 

ＦＣＦ推計見込 1億 5千万円 4億円 3億 8千万円 

目標額 2億 8千万円 3億 6千万円 8千万円 

 

 図表 7-6は、順当シナリオの状況です。平成 24から 26年度で 6億 6千万円のＦＣＦ追加創出が必

要です。 

図表 7-6 実施計画の一般財源とＦＣＦ推計額（順当シナリオ） 

 24年度 25年度 26年度 

実施計画一般財源（資産

整備収支赤字） 
3億 9千万円 6億 4千万円 2億 9千万円 

建設費繰出（資産整備収

支赤字） 
4千万円 1億 2千万円 1億 7千万円 

ＦＣＦ推計見込 1億 5千万円 4億 3千万円 4億 1千万円 

目標額 2億 8千万円 3億 3千万円 5千万円 

 

                                         
1  総事業費から国県補助金、地方債、事業に関連した収入を控除した残りの額。 
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 このように、実施計画の一般財源に見合うＦＣＦが確保できれば、あるいは、このＦＣＦの範囲内

に実施計画の一般財源が収まるようにできれば、計画の段階で財源が担保されることになり、実施計

画から当初予算への予算化が安定したものとなります。 

 

２ 経常的収支と純地方債残高 

経常的収支黒字と純地方債残高では、推計期間をⅠ～Ⅴ期に分割して、直近の 3期分（9年分）につ

いて分析してみます。推計された第Ⅲ期までの状況は、次のとおりです。 

図表 7-7 上限シナリオ                           単位：百万円 

 

  順当シナリオ（再掲）                            単位：百万円 

 

両シナリオとも、平成 28年度から経常的収支が大きく悪化していきます。また、純地方債残高も 29

年度以降大きく膨らんでいきます。10倍ルールで考えるなら、平成 31年度では、上限シナリオで 6億

5千万円、順当シナリオで 1億 3千万円の経常的収支黒字を上乗せしなければ、地方債残高に見合う経

常的収支とは言えません。第Ⅱ期までは経常的収支黒字の確保が、第Ⅲ期以降は地方債の抑制が必要

です。 

 平成 29～31 年度までの背景（上限シナリオ）を見ると、施設更新では美化センター、麻生小学校、

砥部小学校、砥部老人憩の家、宮内幼稚園の更新、防災行政無線の新設などがあり多額の地方債

発行と一般財源を持ち出すことになります。資産形成を伴わない事業では、えひめ国体関連事業

費、基金が底をつくと見込まれる国民健康保険特別会計への繰り出しなどが大きく増加します。 

 

これまでの推計や分析を踏まえると、砥部町の純起債残高は、100 億円以内が一つの目安になります。

そのときの経常的収支黒字の目安は 10億円です。この目標を達成するには、できるだけ早い段階で経

常的収支黒字確保に向けた取り組みを行う必要があります。少子高齢化対策、さらなる人件費や物件

の削減で 2～3億程度の確保（順当シナリオ）が必要と考えます。また、どの施設を更新するのかも決

断しなければなりません。 
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第８ 世代間の公平性 

 「世代間の公平性」は、地方債総額を人口で除しただけの簡単な指標ですが、重みのある指標です。

上限シナリオは将来世代に平成 23年度の 1.5倍以上の負担を強いることになりますが、順当シナリオ

では 1.2 倍に抑えられています。政策・施策の展開では、世代間の公平性を意識することが重要です。 

人口は、今後減少していきますので、今より負担が軽くなることはありません。今後は、増加する

地方債残高をどれだけ抑えられるかがポイントとなります。 

 

図表 8-1 将来負担1（上限シナリオ） 単位：千円 

  

 図表 8-2 将来負担（順当シナリオ） 単位：千円 

  

 

                                         

1 ここで言う将来負担は、地方債残高を人口で除した値とします。人口は、両年度比較のため、いずれも

国の機関である人口問題研究所の推計値を使用しています。 

 順当シナリオでは、1.2倍となり

ます。現時点では、このあたりが目

標（理想）額と言えそうです。 

上限シナリオでは、平成 37年度の将

来負担は、23年度の 1.6倍になりま

す。 
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第９ 特別会計の推計 

 これまで普通会計の状況を見てきましたが、特別会計の推計も見てみましょう。各特別会計の見通

しは次のとおりです。なお、特別会計の推計にシナリオ区分はありません。 

（１）水道事業会計 
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 事業計画 

 

平成 25～27年度  

紫外線消毒施設整備（事業費 8億 2千万円、一般会計からの繰入 2億 8千 7百万円、企業債借

入 3億 4千 7百万円） 

平成 24年度  

耐震化計画策定 

平成 23年度から約 10年間  

老朽管更新（耐震性に優れた管種に改良更新） 

平成 33年度から数十年  

基幹施設、管路の耐震化（一般会計からの繰入 2千 5百万円（毎年度）、企業債発行 5千 6百

万円（毎年度）） 

 

 水道料金の値上げは見込んでいない。 
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（２）公共下水道事業会計 
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非常に大きな事業費を持つ特別会計。今後の金利上昇やコストオーバーラン（事業費の増加）には、

常に注意を払う必要があります。 

 

 公債費の増加に歩調を合わせて、一般会計繰入も増加。 

一般会計からの繰入  

平成 22年度 1億 2千万円 ⇒ 平成 37年度 2億 6千万円 

 公債費 

平成 22年度 1千 6百万円 ⇒ 平成 37年度 3億 2千万円 

 

 ○事業内容 

  平成 24～30年度 

Ⅰ期計画の見直し期間として、当初認可区域の残り 52haと追加分 32haの 84haを整備予定。 

  平成 31年度以降 

市街化区域の残りと調整区域（重光、麻生、三角の一部）を整備予定。 

  平成 30～32年度 

処理場における 2池目の水処理施設及び 2系列目のろ過消毒設備を整備予定。 

 ○歳入見込み 

  平成 27年度まで 

3億円程度の内部留保資金（現金資産）を確保するため、一般会計から減価償却相当額の繰入を

行う。 

  平成 29年度以降 

支払利息の 1/2及び元金償還金を含む資本勘定不足分を繰入予定。 

 国県補助金は、現行制度を適用して算出。 

 その他は、消費税等の還付金を見込む。 

 

 ○歳出見込み 

 人件費は 6人分を計上 

 建設事業費は、年間 12ha程度の面整備費用を計上（平成 30～32年度は処理場建設費も計

上）。 

 維持補修費は、処理場維持管理において、現行の形態どおり複数年の民間委託で運営した場

合の経費で算定。 
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（３）農業集落排水特別会計 

 

（４）国保特会事業勘定 

 

 平成 28年度で基金が底をつきます。それ以降は、一般会計からの繰り入れが大きく増加します。 
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（５）国保特会施設勘定 

 

 広田地区唯一の医療機関ですが、患者数が減少し経営状況が悪化しています。多くの問題を抱えて

います。 

（６）後期高齢者医療特会 

 

（７）介護事業勘定  

 

＊サービス事業勘定は、規模が小さいため省略 

3年ごとに策定される介護計画に基づき推計しています。 
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第１０ 町全体の地方債残高 

図表 10-1 町全体の地方債残高見通し（上限シナリオ）               単位:百万円 

 

 

図表 10-2 町全体の地方債残高見通し（順当シナリオ）              単位：百万円 

 

197 億円 

147 億円 
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終わりに 

これまでの内容を、簡単にまとめると次のようになります。 

図表 11-1 

 

 上限シナリオを順当シナリオに近づけていくための行財政改革が必要。 

 行財政改革の柱は、少子高齢化問題も踏まえた経常的収支黒字の確保と老朽化施設の更新問題。 

 計画、予算・決算における十分な情報開示（ディスクロージャー）と説明責任（アカウンタビ

リティ）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

本計画は、多くの問題を解決したうえで将来像を描いたものではありません。これからの行財政運営

の羅針盤となるものです。財政状況が良好な状況のうちに、将来を考えた取り組みをしておかなければ

なりません。 
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参考資料① 平成 22年度決算分のキャッシュ・フロー計算書 

 

「1経常的収支額 16億 6千 6百万円」と

「3投資・財務的収支▲8億 2千 8百万

円」の合計 8億 3千 7百万円がＦＣＦと

なります。 

キャッシュ・フロー計算書はこの

ような構成になっています。ここで

は、基金とのやりとりを除いて考え

ています。 

 一方、「2公共資産整備収支」の赤字

は 4億 6百万円となり、平成 22年度は

ＦＣＦの範囲内で資産形成のための投資

活動が行われています。    

※地方債の元金償還が「3投資・財務

的収支」に分類されているので、ＦＣＦ

はかなり厳密に資産形成に振りむけるこ

とのできる額を算出していることになり

ます。 

利子償還分は、経常的収支に計上されて

います。公債費が増加すれば、ＦＣＦを

減少させることになります 
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１ 人口の将来推計 

図表 1-1 人口推計根拠（人口問題研究所データを使用） 

 

 

２ 各項目の推計根拠 

基本的には、平成 23年度当初予算をベースに見込み景気変動による影響はあまり加味しないことと

しています。 

（１）歳 入 

 地方税収  

 

 個人住民税  

平成 23年度予算をベースに、15～29歳、30～59歳、60歳以上の年代別納税額単価（平

成 21年度決算より）を算出し、納税義務者数をシフトさせて算出。現 40代の給与単価が

現 50代の給与単価までは伸びないと予測し、平成 28年度以降 30～59歳単価を割り引いて

試算している。 

 

 法人住民税 

       多くの法人が均等割のみ納付のためわずか数社の法人の法人税割額が大きく影響する。

景気の変動より、法人税割を納付する法人の営業成績（特別損失を計上した年度など）次第

で大きく変化する傾向がある。そのため、景気の変動はあまり見込まず、微減で推移させて

いる。 
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 固定資産税 

土地：地価は下落傾向で見込む。   

家屋：償却相当額＞再構築価格増分＋新築家屋と推測し、計画前期は微減として見込む。後

期以降は同額推計とした。 

償却資産：償却相当額＞新規設備投資と推測し、計画前期を微減で見込む。後期は微増とし、

シミュレーション期間は後期最終額と同額推計とした。 

 国県補助金 

 経常的な事業に充てられるものは、ほぼ同額で推移させる。臨時（投資）的な事業に充

てられるものは、施設更新計画や新規事業計画から算出している。 

 地方交付税 

 交付税では、一本算定以降で 2億円程度の減を見込む。特別交付税 6％から 4％に段階的

に減少させているが、見合いで普通交付税を増額している。交付税全体では影響なし。 

 交付税交付額は、税収減により増加傾向と見込むが、交付税の源資である国税五税など

の減収も考慮し、全体では微減として見込んでいる。 

 その他  

平成 23年度当初予算をベースに見込む。景気の変動などはほとんど見込まない。 

税と社会保障の一体改革など、詳細が決まっていない制度改正は現時点では見込まない。 

 

（２） 歳 出 

 物件費  

経常的な部分に新規事業予定額を加算した。 

 扶助費  

 子ども手当 単価 13,000円に推計人数を乗じて積算。人口問題研究所数値使用。 

 その他扶助費は、金額面では現状維持として高齢者人口増加分を増額とする。 

 補助費 

経常部分に新規事業費を加算 

 老朽化施設の更新 

○（上限シナリオ） 

耐用年数が経過したもの、築後 40年を経過したものについて、その時点で更新したものと

仮定する。すでに耐用年数を経過した物件については、平成 24年度に更新するものと仮定し

ている。 

○（順当シナリオ） 

     更新優先順位の低い順から、予算が組めるまで、「更新しない」あるいは、「計画期間か

ら先送り」とした。すでに老朽化した施設で、更新の見込みがついていないものは、平成 24

年度に更新したものと仮定する。 
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３ 普通会計の推計表 

○普通会計 歳入・歳出総額（上限シナリオ）                                      単位：千円 

 

 

○普通会計 歳入・歳出総額（順当シナリオ）                                      単位：千円 
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○普通会計 歳 入（上限シナリオ）                                           単位：千円 

 

○普通会計 歳 入（順当シナリオ）                                           単位：千円 
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○普通会計 歳入のうち、地方税（両シナリオ同じ）                                    単位：千円 
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○普通会計 歳 出（上限シナリオ）                                       単位：千円 

 

○普通会計 歳 出（順当シナリオ） 
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４ 特別会計の推計表 

○水道事業会計 
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○公共下水道事業会計 
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○農業集落排水特別会計 
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○国保特会事業勘定 
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○国保特会施設勘定 
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○後期高齢者医療特会 
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○介護特会事業勘定 
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５ 老朽化施設の更新時期別ポートフォリオ 

 上限シナリオデータを基に、更新時期別（3年ごと）ポートフォリオ（更新資産の組み合わせ）を組み

ます。更新しなかった場合は、次期ポートフォリオに繰り越していきます。こうすることで、更新を先送

りした施設にどれほどのお金が掛かるのか、一般財源の持ち出しはどれほどか、それに見合う財源確保は

どの程度進んでいるのかが一目瞭然となります。下図は、ポートフォリオのイメージを示しています。先

送りした事業と必要な一般財源を把握するため、ポートフォリオでは上限シナリオをベースに作成してい

ます。資産管理（アセットマネジメント）のベースとなる指標と考えています。新設した公共資産更新準

備基金は、幅広い活用方法を考えていますが、同基金の充当先を決めるための指標としても活用します。 

 

図表 5-1 更新年度別ポートフォリオのイメージ 

 

 

 

 イメージはつかめたでしょうか？では、実際の更新時期別ポートフォリオ（構築・工作物、大規模修繕、

高額備品を含む）をご覧ください。（上限シナリオ計上数値より） 

 

 

繰越ポートフォリオは、施設更新準備基

金の充当先や充当時期を決めるための資料

として活用していきます。 
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６ イニシャルコストとライフサイクルコスト（上限シナリオ） 

ここでは、上限シナリオに登載された施設等（構築・工作物含む）のイニシャルコスト、ランニ

ングコスト、ライフサイクルコストを示します。ランニングコストには、減価償却費、人件費（財

務諸表で算出した平均値×人数）、当該施設で展開される事業費も含めて作成しています。図表 6-1

は、平成 21年度決算から算出した単年度のランニングコストと収入です。 

 

図表 6-1 単年度のランニングコストと収益（平成 21年度決算より）  単位：百万円 

 

 単年度当たりに掛かる経常的な施設運営経費（構築・工作物維持費含む）は 15億 1千 4百万円、収

入は 3億 4千 4百万円となっています。自治体が運営する施設は、コストに比べて非常に低い収入と

なります。図表 6-2は、イニシャルコストとライフサイクルコストを示しています。 

 

図表 6-2 イニシャルコストとＬＣＣ（ライフサイクルコスト） 単位：百万円 

 

  施設等のイニシャルコスト（建築費などの初期投資費用）は、182億 2千 8百万円です。また、ラ

イフサイクルコスト（一度更新した施設等が次回更新するまでの耐用年数期間に掛かる経費の総額、

ランニングコスト×耐用年数）の合計は、583 億 3 千 8 百万円となります。施設等を一度更新すれば、

これだけのコストが掛かるということです。ライフサイクルコストのうち、人件費は 192億 9千 7

百万円ですから、その中でも施設に配置する職員の数は慎重に検討する必要がありそうです。 
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７ 施設等の更新と新規事業に掛かる費用の財源内訳（上限シナリオ） 

上限シナリオでは、平成 24年度以降、施設等の更新と新規事業に 204億 2千 8百万円の財源を投入

することになりますが、地方債が 105億 1千 7百万円、持ち出すお金（一般財源）は 78億 7千 7百万

円必要です。 

 

図表 7-1 施設等の更新と新規事業に掛かる費用の財源内訳 単位：百万円 

 

施設の更新費用のほか、図表 7-1に含まれる新規事業の経費は次のとおりです。 

 道路・橋梁等の維持補修費（平成 24年度から年間 1億円） 

 道路・橋梁等の新設分（現時点で予定がない平成 27年度から年間 1億 5千万円） 

 施設の修繕費や備品 

 パソコンやシステムの購入費、リース料 

 他団体や国、県などへの負担金・・・・など 
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８ 平成 37年度の将来バランスシート（順当シナリオより）   

図表 8-1 将来バランスシート資産の部 

 

  

37年度のバランスシート 

土地:現状から 14％の下落を見込む。（路線価導入の可能性あり） 

 建物:更新しないと判断したものは除外、先送りと判断した施設は、平成 37年度時点での残存価格

ゼロで推計している。計画期間内に更新予定の施設は、残存価格がゼロとなった時点で再取得

したと仮定し、平成 37年度の残存価格を推計している。 

 物品:現状維持、残存価格がゼロとなった時点で再取得したと仮定し、平成 37年度末の残存価格を

推計している。 

 投資、流動資産:投資・出資と未収金、長期延滞債権、回収不能見込は現状維持で推計している。順

当シナリオでは財政調整基金を 5億円で推計している。 

 

＊老朽化比率は、減価償却累計総額を取得価格総額で控除して算出している。そのため、大規模施

設（取得価格が高額なもの）の老朽化によって比率が左右される。 

 

 

 

順当シナリオのバランスシ

ートですので、いわば目標と

も言えます。資産合計、建物

等ともに平成 22年度の 3/4

程度となっています。 

特に、建物等の資産価値

は 1/4程度圧縮したいもので

す。 
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  図表 8-2 将来バランスシート負債、純資産の部 

 

 順当シナリオでは、負債が平成 22年度の 1.4倍程度で済んでいます。 
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９ 借入額 1億円以上の地方債償還スケジュール（順当シナリオ） 

図表 9-1 

 

 縦軸、色付きの部分が縦長いほど起債の償還が多いことになります。借入額が大きく償還期間が短

いほど 1年間に返済する公債費が高額になります。 

横軸、起債ごとの償還期間を表しています。横長いほど長期間の償還となります。 
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１０ 取得価格 1億円以上の施設  

図表 10-1 取得価格が 1億円以上の施設一覧 
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○● 参考 ●○ 目的別、地区別に見るライフサイクルコスト（全施設） 

参考として、老朽化施設だけでなく、全施設（平成 21年度データより、構築工作物含む）の

状況もご覧ください。ただし、上下水道の施設や管渠、道路、道路橋、農林道、水路、ダム

は除きます。 

図表参-1 全施設の延床面積状況 

 

 

 

単位：㎡ 

地区別の延床

面積 

↑上記の表は、横軸を地区・人口、人

口推計に、縦軸を目的別に分類したマ

トリックス表です。施設の目的ごとに

将来の人口予測を含めて、施設の在り

方を考えることが可能です。 
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図表参-2 住民一人当たりの施設延床面積 単位：㎡ 

 

 

続いて、施設のコスト情報を目的別と地区別に見てください。参考資料の「図表参-3」以降の留意

点を示します。 

 ランニングコスト＝1年当たりに掛かる費用（減価償却費含む） 

 1年当たりの収入＝収入 

 イニシャルコスト＝建設時に掛かる初期費用 

 ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）＝1度更新した施設が次回更新するまでの期間（耐用

年数）に掛かる総費用。ＬＣＣ＝ランニングコスト×耐用年数 

 人件費抜きＬＣＣ＝ＬＣＣから正職員人件費累計額を除いた額。 

 現時点で更新しないと判断した施設は含んでいない。 

 耐用年数 15年以下の物件は含んでいない。 

 大規模修繕が見込まれている施設は、更新費用を見込まず、大規模修繕費のみ推計して

いる。 
 

最初に、全施設のコスト情報を次のとおりまとめました。 

図表参-3 全施設の状況        単位：百万円 

 

ランニングコスト 21億円に対

し、収入は 5億円です。イニシャ

ルコストは 233億円で、ＬＣＣは

838億円となります。ＬＣＣのう

ち、正職員の人件費は 234億円と

なります。 

 一人当たりの施設延床面積を見ると、

最も人口の集中する麻生地区が狭く、人

口の最も少ない広田地区が広いことが分

かります。 
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続いて、目的別、地区別に施設の状況を見てください。 

図表参-4 目的別に見るＬＣＣ            （ ）内は件数、単位：百万円 

 

学校、給食センター、幼稚園・保育所、文化スポーツ施設でライフサイクルコスト全体（838億円）

の 63.2％（530億円）を占めています。 

 図表参-5 地区別に見るＬＣＣ       （ ）内は件数、単位：百万円 

 

  ライフサイクルコストは、宮内地区が多くなっています。町の中心部で施設も多く、人員を多く

配置した施設も集中しているのが特徴です。また、広田地区は、人口に対して施設の数、面積は多

くなっているものの、コストはそれほど掛かっていないことが分かります。言い換えれば、施設の

数や面積は多いが、そこで展開される事業や配属人員が少ないなど、人によるサービスではなく、

施設や設備によるサービスが中心になっていることが伺えます。 
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修正履歴 

 

平成 25年 11月 本編 8ページ図表 4-1を修正。 
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